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○新発田市新規創業支援資金利子補給金交付要綱 

平成28年６月29日 

告示第204号 

新発田市新規創業支援資金利子補給金交付要綱を次のように定め、平成28年４月１日から

実施した。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内における創業者の負担軽減と経営安定化を図るため、新発田市新

規創業支援資金の融資を行った取扱金融機関（以下「金融機関」という。）に対し、予算

の範囲内で当該資金に係る負担利子の一部を新発田市新規創業支援利子補給金（以下「利

子補給金」という。）として交付するものとし、その交付に関し、新発田市補助金等交付

規則（昭和33年新発田市規則第10号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（利子補給） 

第２条 市長は、新発田市新規創業支援資金の融資を行った金融機関に対し利子補給金を交

付するものとし、利子補給率は年1.0パーセント（借入利率が年1.0パーセントに満たない

ときは、借入利率を限度とする。）とする。 

（利子補給の期間） 

第３条 利子補給の対象となる期間は、金融機関が貸付けをした日から３年以内とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、利子補給金の交付期間において当該資金を借り入れている者

（以下「資金借入者」という。）に次に掲げる事由が生じた場合には、それぞれ当該各号

に定める日を利子補給金の交付期間の終期とする。 

(1) 事業所を市外に移転した場合 移転した日 

(2) 償還期間を繰り上げて償還を完了した場合 償還を完了した日 

(3) 事業を休止し、又は廃止した場合 休止し、又は廃止した日 

（利子補給金の額） 

第４条 利子補給金の額は、毎年４月１日から翌年３月31日までの期間に資金借入者が金

融機関に支払うべき利子の算出基礎となった元本（延滞に係るものを除く。）に対して、

第２条に規定する利子補給率を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定により算出した利子補給金の額に、１円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てるものとする。 

（利子補給金の交付の申請） 
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第５条 利子補給金の交付を受けようとする金融機関は、毎年４月１日から翌年３月31日

までの期間に係るものについて、毎年度４月20日までに新発田市新規創業支援資金利子

補給金交付申請書兼実績報告書（別記第１号様式。以下「交付申請書兼実績報告書」とい

う。）に新発田市新規創業支援資金利子補給金交付申請明細書（別記第２号様式）を添え

て市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、この期日を

繰り上げることができる。 

（利子補給金の交付の決定及び額の確定） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請書兼実績報告書の提出があったときは、これを

審査し、利子補給金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、利子補給金交付の決定をしたものについては新発田市新規創業支援資金利子補

給金交付決定通知書兼確定通知書（別記第３号様式）により、不交付の決定をしたものに

ついては新発田市新規創業支援資金利子補給金不交付決定通知書（別記第４号様式）によ

り、速やかに金融機関に通知するものとする。 

（利子補給金の支払） 

第７条 利子補給金は、前条の規定により交付すべき利子補給金の額を確定した後に支払う

ものとする。 

（利子補給の取消し） 

第８条 市長は、資金借入者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利子補給金

の交付の決定を取消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により融資を受けたとき。 

(2) 重大な法令違反により公序良俗に反することが明らかになったとき。 

(3) 法令による規則基準に違反する等の行為をしたとき。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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別記第１号様式（第５条関係） 

第２号様式（第５条関係） 

第３号様式（第６条関係） 

第４号様式（第６条関係） 

 


